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世界と日本の経済規模の推移①

日本のGDP（国内総生産）は、２０２４年現在、世界４位

1出所：日本経済新聞「国内総生産（GDP）とは 経済力の総合指標、日本は世界4位に転落」



世界と日本の経済規模の推移②

一人当たりGDPは、２０００年の２位から２０２４年には28位まで後退

2出所：社会実情データ図録「１人当たりGDPランキングの推移」



世界の海上輸送量に占める日本商船隊の輸送量の割合の推移

日本の商船隊の輸送量が世界の海上輸送量に占める割合は2015年に世界の
9.7%を占めていたが、2024年には6.6%まで低下

3出所：数字でみる海事2025
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世界における日本の海上輸出入貨物量・GDPの割合の推移

日本の海上輸出入貨物量が世界の海上輸送量に占める割合は2015年に世界の4.4%
だったが、2024年には3.1%まで低下（中国:12.8%→15.7% 韓国:3.4%→2.9%）

4出所：SHIPPING NOW 2025-2026



日本の海上輸出入貨物量に占める日本商船隊の輸送割合の推移

5出所：数字でみる海事2025
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日本の海上輸出入貨物量に占める日本商船隊の輸送割合の推移

6出所：数字でみる海事2025
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日本



日本商船隊の輸送量の内訳

日本商船隊の三国間輸送が拡大し、全体の輸送
比率のうち、三国間輸送は近年４０％前後で推移
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出所：SHIPPING NOW 2025-2026



日本商船隊に占める日本籍船の推移
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日本商船隊の船隊規模は縮小傾向にあるが、日本籍船は07年の92隻を底に323隻
（隻数ベースのシェア：14%）まで増加

出所：数字でみる海事2025



コンテナ貨物を取り巻く世界的な動向と日本の状況

9
出所：第１回 港湾ロジスティクスワーキンググループ資料３



国際コンテナ戦略港湾（京浜・阪神）に寄港する欧州・北米航路
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出所：同前頁



日本と海外の主要港のコンテナターミナルの整備状況
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出所：同前頁



日本と海外の主要港のコンテナターミナルの整備状況
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出所：同前頁



日本と海外主要港における自動化技術等の導入状況
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出所：同前頁



内航船舶の構成（船型別）

内航船舶の構成を船型別で見ると隻数比で499総トン以下が74％

14出所：内航海運の活動令和７年版



内航船舶の構成（船齢別）

船齢14年以上の老齢
船は隻数比65.9％、
総トン数比46.5％を
占めている

15出所：内航海運の活動令和７年版



内航海運の事業者数

貸渡事業者のうち貸渡隻数が1隻のみの事業者数割合は、63.6%

運送事業者のうち運航隻数が1隻のみの事業者数割合は、51.7%

16出所：内航海運の活動令和７年版



日本の船員について

➢外航船員

1974年には5万7,000人を超えていたが、日本人
船員数は、近年2,000-2,300人で推移

➢内航船員

内航船員数は、貨物船と旅客船を合わせ
28,000人台で推移

50歳以上が44%を占めるが、近年は海上技
術学校、水産・海洋高校等の卒業生を中心に新
規就業者が増加しており、平均年齢は低下
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年 職員 部員 合計

2020年 1,781 419 2,200

2021年 1,767 398 2,165

2022年 1,633 429 2,062

2023年 1,631 386 2,017

日本商船隊の船員の国籍別割合
出所：SHIPPING NOW 2024-2025

内航船員の年齢構成
出所：SHIPPING NOW 2024-2025



海技人材の確保のあり方に関する検討会とりまとめ(概要)
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出所：国土交通省海事局船員政策課「海技人材の確保のあり方に関する検討会とりまとめ」



世界の商船建造量の推移

19出所：海事レポート2025

2015年-日本:19%、中国:38%、韓国:35%

2024年-日本:13%、中国:54%、韓国:28%



日本船主の発注と日本造船所の建造量

20出所：造船業再生ロードマップ



日本造船所の受注量と手持ち工事量の推移

2025年の受注量は前年
比19・1％減の893.7万
総トン（隻数は186隻）

受注残を示す25年12月
末の手持ち工事量は622
隻、3,001.1万総トン

2024年建造量比では
3.6年分
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日本の造船業の就労者数等の推移

出所：造船業再生ロードマップ



舶用工業の動向

生産額は1兆円弱で推移、輸出比率が増加傾向であり、22年は45.3%

23出所：舶用工業統計年報



船舶解撤量の推移
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出所：SHIPPING NOW 2025-2026



主要国における海運税制の比較表

25出所：日本海事センター調べ

※１ 日本籍船増加義務、日本人船員養成・確保義務、対象は日本籍船および準日本船舶のみといった他国にはない適用条件がある
※２ 10万GT・船価50億円の貨物船で試算

国名
特別償却率を含む
５年間の償却範囲

買換特例
トン数標準税制の

有無
登録免許税又は

登録料※２
固定資産税※２

日本 69.10%
売却益の80%を
損金算入可能

〇他国にはない
　適用条件有※１

1,925万円 1,084万円

ノルウェー 52.96% × ○ 418万円 ー

デンマーク 58.24%
買換船舶の取得価額
を売却益より控除可

○ ー ー

ドイツ 41.65% × ○ 312万円 ー

オランダ 100%
3年以内の再投資は

非課税
○ 6万円 ー

フランス 80.80% × ○ ー ー

イギリス 60.96%
買換船舶を取得する

まで繰延可
○ 2万円 ー

アメリカ 75.42% × ○ 1万円 ー

シンガポール 100% 売却益非課税 ー 165万円 ー

中国（香港） 76.38% 売却益非課税 ー 21万円 ー

韓国 63.40% × ○ 87万円
船舶価額の0.3%

（減免あり）



海事産業群の経済規模の推計（全国）
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➢産業連関表に基づく2020年の海事
産業群の規模
生産額11.7兆円、付加価値額4.4兆円

➢全産業に占める割合は、それぞれ
1.14%, 0.79%

2005年以降大きな変動がなく横ばいで
推移しており、GDPの1%弱を占める

単位：億円 出所：日本海事センター調べ



主要な地域における海事産業群の経済規模の推計

地域 対象年 付加価値額 生産額

瀬戸内
（岡山、広島、山口、香川、愛媛）

2015 8,000億円 2.1兆円

うち広島県 2015 3,860億円 8,862億円

うち愛媛県 2015 2,328億円 6,687億円

長崎県 2015 2,146億円 5,487億円

27出所：日本海事センター調べ
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